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静教組立教育研究所事務局

　１９７５年に設立された教育研究所は、学校現場の教職員が所員となり、大学教員や、学識経験者
を共同研究者に迎え研究をすすめています。「調査研究委員会」「国際連帯と平和教育研究委員会」
「子どもの権利条約推進委員会」「未来の教育を考える会」の４つの研究委員会を設置しています。
研究成果は、研究所所報・研究所レポートとして発行し、組合員のみなさんに伝えています。
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　「調査研究委員会」は､ ２０１７年度より調査部会から名称
を変更しました。現在、教育現場で喫緊の課題となってい
る教職員の長時間労働について様々な観点から調査を行い、
実態を把握し､教職員の働き方について、検証をすすめます。

　「子どもの権利条約推進委員会」では､子どもの権利条約
が根づいた学校づくりに向け､実践に基づいた研究にとり
くみます。生徒指導、特別支援教育、学級経営、授業、部
活動指導など、様々な場面における所員の実践報告を持ち
寄り、子どもの権利条約の理念と結びつけて協議し、研究
をすすめます。

子どもの権利条約が根づいた
学校づくり

教職員の多忙な勤務に着目

所 員 名 所属単組・支部・学校

佐藤　貴博

河村由美子

矢田部美和

小長谷一史

鈴木　美雪

五十部広恵

関沢　雄太

松岡　圭介

山﨑　郁実

長田　大弘

山本　恭子

高柳　真吾

村松健太郎

茂木　靖武

静清教組
静岡市立清水袖師小学校
浜松教組
浜松市立雄踏小学校
賀茂支部
下田市立大賀茂小学校
田方支部
伊豆の国市立大仁小学校
東豆支部
伊東市立南中学校
三島支部
三島市立北小学校
沼津支部
沼津市立門池中学校
駿東支部
裾野市立東小学校
富士支部
富士宮市立富士宮第二中学校
志太支部
島田市立島田第五小学校
榛原支部
牧之原市立地頭方小学校
小笠支部
菊川市立岳洋中学校
磐周支部
袋井市立浅羽中学校
湖西支部
湖西市立鷲津中学校

所 員 名 所属単組・支部・学校

濵田　晃治

中田 健太郎

唐國　友芳

橋本　　哲

白井　克宏

加藤　仁敏

田方支部
函南町立函南小学校
東豆支部
熱海市立第一小学校
富士支部
富士市立田子浦小学校
榛原支部
牧之原市立榛原中学校
小笠支部
掛川市立北中学校
磐周支部
磐田市立福田小学校

調査研究委員会

子どもの権利条約推進委員会子 会

静岡大学 准教授　　　　　　　　畠垣　智恵
静岡大学 准教授　　　　　　　　井出　智博

静岡大学教職センター 准教授　　松尾由希子

共同研究者

研究協力者

静岡大学 教授　　荻野　達史
共同研究者



　「国際連帯と平和教育研究委員会」では、ものごとを多面的
に捉え平和的に解決する力を子どもたちに育てるために、
様々な教科領域の授業に平和教育の視点をとりいれた実践を
行い、所員の報告をもとに研究をすすめます。

　「未来の教育を考える会」では、１８歳選挙権により注目
された主権者教育を、単なる投票促進や政治参画向上の
ための教育ではなく、市民性を育む教育としてのシティズン
シップ教育と捉え、今日的な課題として取り上げ研究をすす
めています。シティズンシップ教育の視点をとりいれた授業
実践をもとに協議を行い、小中学校における静岡型シティ
ズンシップ教育のあり方について議論を深めます。

所 員 名 所属単組・支部・学校
伊藤　恭彦
荻野　達史
畠垣　智恵
井出　智博
三浦　哲司
杉山　香織
鈴木　真澄
寺田伊勢男
細川　幹太

竹内　明仁

小林　知也

清水　亮二

川村　啓介

髙橋　伸明

宮部　真崇

古屋　　真

大石　　誠

名古屋市立大学
静岡大学
静岡大学
静岡大学
名古屋市立大学
元県PTA連絡協議会副会長
元県PTA連絡協議会役員
元教育研究所所長
前教育研究所所長
静清教組
静岡市立清水飯田小学校
三島支部
三島市立南小学校
湖西支部
湖西市立岡崎中学校
三島支部
三島市立坂小学校
駿東支部
御殿場市立玉穂小学校
榛原支部
牧之原市立相良中学校
小笠支部
掛川市立西郷小学校
湖西支部
湖西市立鷲津小学校
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所 員 名 所属単組・支部・学校

瀧　　大輔

尾嶋　　渉

石井　克典

北村　大策

土屋　信治

寺島 健太郎

櫻井　　剛

青木　　淳

伊藤　慎吾

静清教組
静岡市立東中学校
浜松教組
浜松市立葵が丘小学校
賀茂支部
東伊豆町立稲取小学校
東豆支部
伊東市立南中学校
富士支部
富士宮市立富士宮第一中学校
志太支部
島田市立島田第二小学校
小笠支部
掛川市立北中学校
磐周支部
磐田市立磐田中部小学校
湖西支部
湖西市立鷲津小学校

国際連帯と平和教育研究委員会国際 員会

未来の教育を考える会

『いつでも、どこでも、誰でも』
実践できる平和教育

主権者教育ではなく
『シティズンシップ教育』を

奈良女子大学 名誉教授　　栗岡　幹英
静岡大学 名誉教授　　　　山本　義彦

共同研究者

名古屋市立大学 副学長　伊藤　恭彦
共同研究者
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　静岡県教職員組合ホーム
（http://www.stu.jp）より、
研究所の研究活動や今まで
に発行された所報を閲覧
することができます。また
研究に活用した書籍の貸し
出しもホームページ上でで
きます。
　ぜひご覧ください。

職員組合ホーム
ww.stu.jp）より、
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　教育研究所では、2016年度から組合員の先生方から教育実践を広く募集しています。
　募集は、①　子どもの権利条約が根づいた学校づくりをめざす実践
　　　　　②　いつでも、どこでも、誰でもできる平和教育の実践　　です。
　ご提出をいただいた教育実践は、研究所レポートや教育研究所ホームページにて紹介し還流し
ます。なお、ご提出者には、研究費として図書カードをお渡しします。

 １  参考にする研究物
　　①「子どもの権利条約推進委員会」発行の研究所所報№155（2017年３月発行）
　　②「国際連帯と平和研究委員会」発行の研究所所報№153（2016年１月発行）

　　　に掲載されている所員の実践事例を参考に実践してください。
 ２  募集要項と実践のまとめ方
　　①「子どもの権利条約推進委員会」発行の研究所所報№155の６・７ページ
　　②「国際連帯と平和研究委員会」発行の研究所所報№153の52・53ページ

● 2018年２月末日
＊「国際連帯と平和研究委員会」発行の研究所所報№153の52ページには、　
提出期限が2017年１月31日とありますが、期限を延長しました。

● 紙媒体で郵送するか、電子データで送信するか、いずれかにより提出してください。
● 提出先は、住　所：420-0856　静岡市葵区駿府町1-12　静岡県教育会館３階
　　　　　　　　　　静教組立教育研究所
　　　　　　電　話：054-251-2777
　　　　　　メール：kenkyujo@stu.or.jp

教育実践募集のご案内


